
組合会議長
尾上正範氏
（東長崎支部）

令
和
六
年
度
事
業
計
画
・
予
算
を
決
定

＝

第
一
〇
八
回
組
合
会
を
開
催＝

去
る
二
月
二
十
九
日
（
木
）、
セ
ン
ト
ヒ
ル
長
崎
に
お
い
て
、
各
支
部
選
出

の
組
合
会
議
員
三
十
一
名
（
定
数
三
十
九
名
）
の
出
席
の
下
、
第
一
〇
八
回
組

合
会
を
開
催
し
ま
し
た
。

議
事
に
つ
い
て
は
、
尾
上
正

範
議
長
（
東
長
崎
支
部
）
の
進

行
の
下
、
令
和
五
年
度
決
算
見

込
等
の
報
告
の
後
、
令
和
五
年

度
補
正
予
算
、
令
和
六
年
度
事

業
計
画
並
び
に
歳
入
歳
出
予
算

案
（
二
面
参
照
）、
規
約
の
一

部
改
正
な
ど
全
八
議
案
が
提
案

さ
れ
、
本
年
四
月
か
ら
の
保
険

料
改
正
案
を
盛
り
込
ん
だ
新
年

度
予
算
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

令
和
五
年
度
決
算
見
込

単
年
度
一
億
二
、〇
三
三
万
円
の

収
支
赤
字

令
和
五
年
度
は
、
予
算
編
成

当
初
、
医
療
費
の
伸
び
を
前
年

度
比
四
・
五
〇
％
と
見
込
み
、

不
足
す
る
支
出
経
費
約
二
億
八
、

四
六
〇
万
円
に
つ
い
て
は
、
保

険
料
の
引
き
上
げ
と
基
金
繰
入

に
よ
り
補
う
予
算
編
成
と
し
た

と
こ
ろ
で
す
。

同
年
度
の
決
算
見
込
で
は
、

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症

の
影
響
に
よ
る
通
常
診
療
の
受

診
控
え
の
動
き
か
ら
受
診
機
会

が
徐
々
に
増
加
し
た
こ
と
、
ま

た
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
の
流
行
も

考
慮
し
、
令
和
五
年
度
に
お
け

る
医
療
費
は
前
年
度
比
四
・
二

三
％
増
（
当
初
予
算
時
四
・
五

〇
％
）
の
見
込
み
と
な
っ
て
い

ま
す
。

こ
れ
ら
の
こ
と
を
踏
ま
え
、

決
算
剰
余
金
と
し
て
は
四
、
〇

九
八
万
円
程
度
と
な
る
見
込
み

で
す
が
、
繰
越
金
や
基
金
繰
入

等
を
除
い
た
、
単
年
度
収
支
で

は
、
約
一
億
二
、
〇
三
三
万
円

の
赤
字
と
な
る
見
込
み
で
す
。

財
政
難
で
保
険
料

大
幅
改
定
へ

一
人
あ
た
り
月
額
一
、五
一
二
円
、

介
護
分
は
四
〇
〇
円
引
上
げ

令
和
六
年
度
の
支
出
見
込
み

で
は
、
高
齢
者
の
医
療
費
や
介

護
給
付
費
が
全
国
的
に
毎
年
増

加
し
て
い
る
こ
と
を
受
け
て
、

当
組
合
が
負
担
す
る
後
期
高
齢

者
支
援
金
（
拠
出
金
）
や
介
護

納
付
金
に
つ
い
て
も
影
響
額
を

加
味
し
た
予
算
計
上
と
な
り
ま

し
た
。
一
般
医
療
費
に
つ
い
て

は
、
過
去
三
ヵ
年
度
の
医
療
費

の
実
績
と
令
和
五
年
度
の
医
療

費
推
計
を
勘
案
し
、
前
年
度
比

四
・
六
六
％
増
と
見
込
み
ま
し

た
。

一
方
、
収
入
面
で
は
、
国
庫

補
助
金
の
定
率
分
は
前
年
度
並

み
の
補
助
水
準
で
試
算
し
、
普

通
調
整
補
助
金
は
令
和
四
年
度

の
所
得
調
査
の
結
果
に
よ
り
減

額
が
見
込
ま
れ
ま
す
が
、
国
の

省
令
に
基
づ
き
算
出
し
ま
し
た
。

こ
れ
ら
の
補
助
金
と
現
行
の
保

険
料
で
医
療
費
等
の
支
出
経
費

を
賄
う
に
は
、
二
億
六
、
九
〇

八
万
円
の
歳
入
不
足
が
見
込
ま

れ
ま
し
た
。

こ
の
不
足
額
を
保
険
料
で
補

う
と
被
保
険
者
一
人
あ
た
り
月

額
二
、
三
八
一
円
の
引
上
げ
が

必
要
と
な
り
ま
す
。

本
来
不
足
す
る
財
源
は
全
額

保
険
料
で
賄
う
べ
き
と
こ
ろ
で

す
が
、
理
事
会
及
び
第
一
〇
八

回
組
合
会
に
お
い
て
、
保
険
料

の
引
き
上
げ
を
一
人
あ
た
り
月

額
一
、
五
一
二
円
、
介
護
分
に

つ
い
て
は
月
額
四
〇
〇
円
の
引

き
上
げ
を
お
願
い
す
る
こ
と
と

い
た
し
ま
し
た
。

な
お
、
残
る
不
足
す
る
財
源

約
一
億
円
に
つ
い
て
は
基
金
か

ら
繰
り
入
れ
す
る
こ
と
と
い
た

し
ま
し
た
。

基
金
に
つ
い
て
は
、
充
分
な

額
で
は
な
く
、
取
り
崩
し
が
困

難
に
な
り
、
や
む
な
く
保
険
料

を
大
幅
に
引
き
上
げ
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

今
後
も
医
療
費
の
動
向
等
を

注
視
し
て
い
き
ま
す
が
、
引
き

続
き
少
子
高
齢
化
に
よ
る
高
齢

者
支
援
金
と
介
護
納
付
金
の
負

担
増
等
で
毎
年
財
源
不
足
が
見

込
ま
れ
ま
す
。

健
全
な
事
業
運
営
を
進
め
て

い
く
た
め
に
は
、
令
和
六
年
度

以
降
も
組
合
員
世
帯
の
皆
様
に

は
、
大
変
厳
し
い
ご
負
担
を
引

き
続
き
お
願
い
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
組
合
員
世
帯
の
命

綱
で
あ
る
長
建
国
保
を
将
来
に

わ
た
っ
て
維
持
し
て
い
く
た
め
、

今
後
も
慎
重
に
運
営
に
努
め
て

ま
い
り
ま
す
。

組
合
員
並
び
に
ご
家
族
皆
様

の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い

い
た
し
ま
す
。
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令和6年度保険料を改定
令和6年度賦課区分別保険料（月額）
1．医療分及び後期高齢者支援金分保険料 （単位：円）

種 別 区 分
医療分保険料（月額） 支援金分保険料（月額） 保険料合計

現行 引上げ額 改定額 現行 引上げ額 改定額 現行 引上げ額 改定額

組合員
基 本
保険料

第1種
（賃金・給与で就労する組合員） 13，800 900 14，700 3，100 800 3，900 16，900 1，700 18，600

第2種
（建設業許可等を有しない事業主） 17，900 1，200 19，100 4，000 1，000 5，000 21，900 2，200 24，100

第3種
（建設業許可等を有する事業主） 21，000 1，400 22，400 4，700 1，200 5，900 25，700 2，600 28，300

第4種
（第1種組合員で22歳未満の者） 9，000 600 9，600 2，000 500 2，500 11，000 1，100 12，100

第5種
（第1種組合員で30歳未満の者） 11，200 700 11，900 2，700 700 3，400 13，900 1，400 15，300

家 族
保険料 家族1人につき（5人を限度） 3，600 200 3，800 1，000 300 1，300 4，600 500 5，100

2．介護分保険料 （単位：円）

種 別 区 分 現行 引上げ額 改定額

第2号被保険者 40～65歳未満の者（一人につき、5人を限度） 3，000 400 3，400

3
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後期高齢者
支援金

（17.9%）
介護
納付金
（7.1％）

歳　

入

歳　

出
（100％） （100％）

繰越金（1.0%）

繰入金
（2.5%）

共同事業交付金（2.6%）

諸収入等（0.0%）

前期高齢者納付金
（5.6％）

予備費及び諸支出金等（2.0%）

組合会費及び総務費
（2.6%）

保険給付費
（65.3%）

共同事業拠出金
（3.2%）

保健事業費
（1.9%）

国民健康保険料
（44.3%）

国庫支出金
（44.0%）

令
和
六
年
度
の
支
出
予
算
計

上
額
は
、
法
定
に
基
づ
く
後
期

高
齢
者
支
援
金
や
介
護
納
付
金
、

一
般
医
療
費
の
伸
び
（
四
・
六

六
％
増
）
を
含
む
保
険
給
付
費

等
の
支
出
経
費
と
し
て
総
額
四

〇
億
七
、
一
二
五
万
二
千
円
を

見
込
み
ま
し
た
。

収
入
で
は
、
現
行
保
険
料
収

入
と
、
国
庫
補
助
に
つ
い
て
は

現
行
補
助
率
（
定
率
三
十
二
％
、

健
保
適
用
除
外
者
は
医
療
費
十

三
％
、
後
期
と
介
護
分
は
十

六
・
四
％
）
で
見
込
み
、
支
出

経
費
を
賄
う
に
は
二
億
六
、
九

〇
八
万
円
の
財
源
不
足
が
見
込

ま
れ
ま
し
た
。

こ
の
不
足
す
る
財
源
に
つ
い

て
は
、
被
保
険
者
一
人
当
た
り

月
額
平
均
一
、
五
一
二
円
（
介

護
分
保
険
料
は
一
人
四
〇
〇

円
）
の
引
き
上
げ
と
、
基
金
か

ら
一
億
円
の
繰
入
に
よ
り
財
源

確
保
を
図
り
、
令
和
六
年
度
の

事
業
運
営
を
乗
り
切
る
こ
と
と

し
ま
し
た
。

日
頃
か
ら
組
合
員
、
ご
家
族

の
皆
様
に
は
長
建
国
保
の
事
業

運
営
に
つ
き
ま
し
て
特
段
の
ご

理
解
並
び
に
ご
協
力
を
い
た
だ

き
厚
く
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

長
建
国
保
の
財
政
運
営
は
、

歳
入
面
で
、
被
保
険
者
数
の
減

少
に
伴
う
保
険
料
減
収
や
、
令

和
四
年
度
の
所
得
調
査
に
よ
り

前
回
の
所
得
調
査
と
比
べ
て
市

町
村
民
税
課
税
標
準
額
（
財
政

能
力
指
数
）
が
上
昇
し
て
お
り

国
庫
補
助
金
の
う
ち
の
普
通
調

整
補
助
金
の
減
額
が
見
込
ま
れ

て
い
ま
す
。

歳
出
面
で
は
、
医
療
費
の
増

加
に
加
え
、
高
齢
者
医
療
制
度

に
拠
出
す
る
後
期
高
齢
者
支
援

金
や
介
護
給
付
に
要
す
る
介
護

納
付
金
の
負
担
が
年
々
増
加
し

財
政
運
営
を
圧
迫
し
て
い
ま
す
。

こ
れ
ま
で
財
源
不
足
が
生
じ
た

際
は
、
仲
間
の
皆
さ
ん
の
負
担

を
考
慮
し
準
備
金
積
立
金
等
よ

り
繰
入
し
な
が
ら
予
算
編
成
し

て
ま
い
り
ま
し
た
が
、
こ
れ
以

上
の
繰
入
（
取
崩
し
）
は
困
難

な
状
況
と
な
り
、
や
む
な
く
保

険
料
の
大
幅
な
引
き
上
げ
を
せ

ざ
る
を
得
な
く
な
り
ま
し
た
。

組
合
員
の
皆
様
に
は
ご
負
担

を
お
か
け
い
た
し
ま
す
が
、
長

建
国
保
の
健
全
運
営
に
向
け
て

ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い

た
し
ま
す
。

保
健
事
業
の
活
用
を

尚
、
保
険
料
の
引
き
上
げ
を

少
し
で
も
抑
え
る
た
め
に
も
、

組
合
に
加
入
す
る
仲
間
を
増
や

す
こ
と
で
保
険
料
増
収
に
繋
が

り
ま
す
。
ハ
ガ
キ
要
請
行
動
で

補
助
金
を
し
っ
か
り
確
保
す
る

取
り
組
み
も
欠
か
せ
ま
せ
ん
。

そ
し
て
、
年
に
一
回
の
健
診

を
積
極
的
に
受
診
い
た
だ
き
病

気
の
早
期
発
見
や
予
防
に
役
立

て
て
い
た
だ
き
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
医
薬
品
の
活
用
も
医
療
費
抑

制
効
果
に
つ
な
が
り
ま
す
。
健

康
保
持
増
進
の
た
め
に
も
組
合

の
保
健
事
業
を
ぜ
ひ
ご
活
用
い

た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。
引

き
続
き
長
建
国
保
の
事
業
運
営

に
皆
様
の
ご
協
力
を
お
願
い
し

ま
す
。

長
建
国
保
の
保
健
事
業

▼
特
定
健
診
・
保
健
指
導

の
実
施

生
活
習
慣
病
を
中
心
と
し
た

疾
病
予
防
の
た
め
特
定
健
診
・

保
健
指
導
を
実
施
し
ま
す
。

県
下
六
八
〇
の
医
療
機
関
で

受
診
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

▼
組
合
巡
回
健
診
の
実
施

受
診
機
会
を
確
保
す
る
た
め
、

日
曜
日
を
利
用
し
た
組
合
巡
回

健
診
を
実
施
し
ま
す
。

▼
人
間
ド
ッ
ク
健
診
の
実
施

被
保
険
者
組
合
員
及
び
配
偶

者
の
方
を
対
象
に
、
一
泊
二
日

及
び
日
帰
り
の
人
間
ド
ッ
ク
健

診
を
実
施
し
、
健
診
費
用
の
自

己
負
担
額
を
除
く
額
を
助
成
し

ま
す
。

※
人
間
ド
ッ
ク
の
自
己
負
担
額

・
一

泊

一
万
八
千
円

・
日
帰
り

七
千
円

◎
令
和
七
年
度
に
日
帰
り
ド
ッ

ク
自
己
負
担
額
の
見
直
し
を
行

う
予
定
で
す
。

▼
特
別
健
診
の
実
施

特
定
健
診
の
際
、
希
望
者
を

対
象
に
肺
が
ん
予
防
の
た
め
の

胸
部
Ｘ
線
検
査
を
実
施
し
、
費

用
を
助
成
し
ま
す
。

▼
巡
回
健
診
時
の
各
種
オ

プ
シ
ョ
ン
検
査
の
費
用
助

成巡
回
健
診
の
際
、
希
望
す
る

各
種
が
ん
検
査
等
を
受
検
し
た

場
合
、
そ
の
検
査
費
用
の
一
部

又
は
全
額
を
助
成
し
ま
す
。

▼
イ
ン
フ
ル
エ
ン
ザ
予
防

接
種
費
用
の
助
成

新
型
及
び
季
節
性
イ
ン
フ
ル

エ
ン
ザ
の
予
防
接
種
を
受
け
た

場
合
、
そ
の
費
用
の
一
部
を
助

成
し
ま
す
。

▼
鍼
灸
マ
ッ
サ
ー
ジ
施
術

費
助
成

組
合
員
が
事
前
に
手
続
き
を

行
い
、
長
建
国
保
の
指
定
す
る

施
術
院
で
鍼
・
灸
等
の
施
術
を

受
け
た
場
合
、
そ
の
費
用
の
一

部
を
助
成
し
ま
す
。

▼
指
定
温
泉
施
設
入
浴
料

金
の
割
引
と
助
成

組
合
が
指
定
す
る
温
泉
施
設

の
入
浴
料
金
を
通
常
の
料
金
よ

り
安
く
利
用
で
き
る
割
引
及
び

補
助
券
の
発
行
を
行
い
ま
す

（
補
助
券
は
長
建
国
保
組
合
員

一
世
帯
あ
た
り
二
〇
枚
を
限
度

に
交
付
し
一
回
に
つ
き
三
〇
〇

円
助
成
）。

▼
新
生
児
世
帯
へ
の
月
刊

情
報
誌
の
無
料
配
布

出
産
さ
れ
た
世
帯
に
対
し
、

赤
ち
ゃ
ん
の
健
や
か
な
成
長
の

た
め
の
月
刊
育
児
情
報
誌
を
無

償
配
布
い
た
し
ま
す
。

▼
健
康
優
良
家
庭
の
表
彰

組
合
員
、
家
族
の
健
康
管
理

促
進
事
業
と
し
て
、
年
間
無
受

診
世
帯
を
各
支
部
大
会
で
記
念

品
を
添
え
て
表
彰
し
ま
す
。

▼
脳
ド
ッ
ク
検
診
費
用
補

助
事
業

脳
血
管
疾
患
の
リ
ス
ク
判
定

の
た
め
の
脳
ド
ッ
ク
検
診
に
係

る
費
用
の
一
部
を
補
助
し
ま
す
。

・
補
助
対
象
者
は
、
毎
年
の
四

月
一
日
現
在
で
四
〇
歳
以
上

の
被
保
険
者
で
す
。

・
補
助
金
額
と
し
て
、
検
査
費

用
が
二
万
円
を
上
限
に
費
用

を
補
助
し
ま
す
。

▼
歯
科
健
診
事
業
の
実
施

歯
・
歯
周
疾
患
の
予
防
と
生

活
習
慣
病
予
防
の
意
識
啓
発
を

図
る
た
め
、
歯
科
健
診
を
実
施

し
ま
す
。

・
健
診
対
象
者
は
、
四
〇
歳
以

上
の
被
保
険
者
（
特
定
健
診

の
対
象
者
）
で
す
。

・
健
診
費
用
は
全
額
組
合
が
負

担
し
ま
す
。

▼
そ
の
他
の
保
健
事
業

医
療
費
通
知
、
ジ
ェ
ネ
リ
ッ

ク
医
薬
品
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
、
建

設
長
崎
が
行
う
ス
ポ
ー
ツ
大
会

等
へ
の
助
成
、
健
康
促
進
パ
ン

フ
レ
ッ
ト
の
配
布
等
。

※
保
健
事
業
の
各
種
助
成
制
度

を
ご
利
用
の
方
は
、
所
属
支

部
事
務
所
、
又
は
長
建
国
保

ま
で
お
問
い
合
わ
せ
下
さ
い
。

令令令令令令令令令令令
和和和和和和和和和和和
六六六六六六六六六六六
年年年年年年年年年年年
度度度度度度度度度度度

予予予予予予予予予予予予予予予予予予予
算算算算算算算算算算算算算算算算算算算
総総総総総総総総総総総総総総総総総総総
額額額額額額額額額額額額額額額額額額額
四四四四四四四四四四四四四四四四四四四
〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇
億億億億億億億億億億億億億億億億億億億
七七七七七七七七七七七七七七七七七七七
千千千千千千千千千千千千千千千千千千千
万万万万万万万万万万万万万万万万万万万
円円円円円円円円円円円円円円円円円円円

（単位：千円）
構成比
44．3
0．0
44．0
5．6
0．0
0．0
2．6
0．0
0．0
2．5
1．0
0．0

100．0

比 較
103，009

0
30，227

△25，348
779
0

2，542
0
0

△100，000
8，956
60

20，225

前年度予算額
1，698，695

1
1，760，593
255，247

0
2

102，751
7
1

200，000
32，024
1，706

4，051，027

本年度予算額
1，801，704

1
1，790，820
229，899
779
2

105，293
7
1

100，000
40，980
1，766

4，071，252

1．国民健康保険料
2．手数料
3．国庫支出金
4．前期高齢者交付金
5．出産育児交付金
6．県支出金
7．共同事業交付金
8．財産収入
9．寄附金
10．繰入金
11．繰越金
12．諸収入

歳 入 合 計

■歳入 （単位：千円）
構成比
0．1
2．5
65．3
17．9
0．0
7．1
0．0
3．2
1．9
0．0
0．0
0．1
1．9
100．0

比 較
44

△16，562
30，974
6，142
△403
△2，256

2
3，181
2，656
0
0
0

△3，553
20，225

前年度予算額
4，437
118，884
2，628，390
720，533
1，225
290，349

0
128，488
76，282

2
100
2，603
79，734

4，051，027

本年度予算額
4，481
102，322
2，659，364
726，675
822

288，093
2

131，669
78，938

2
100
2，603
76，181

4，071，252

1．組合会費
2．総務費
3．保険給付費
4．後期高齢者支援金
5．前期高齢者納付金
6．介護納付金
7．流行初期医療確保拠出金等
8．共同事業拠出金
9．保健事業費
10．積立金
11．公債費
12．諸支出金
13．予備費

歳 出 合 計

■歳出

健
全
財
政
運
営
に
向
け
て

ご
理
解
と
ご
協
力
を

理
事
長

佐
藤

圭
介

グラフで見る歳入・歳出規模
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▼
資
格
確
認
を
実

施
し
て
い
ま
す

長
建
国
保
に
加
入
す
る
家
族

（
被
保
険
者
）
の
加
入
要
件
は
、

組
合
員
の
収
入
に
よ
り
そ
の
世

帯
に
属
す
る
ご
家
族
の
生
計
が

維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
が
基
本

要
件
で
す
。
こ
の
こ
と
か
ら
、

資
格
取
得
時
や
年
に
一
度
の
保

険
証
の
更
新
等
を
通
じ
て
、
ご

家
族
の
現
況
並
び
に
収
入
の
有

無
等
に
つ
い
て
証
明
書
類
等
に

よ
り
確
認
を
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
三
月
・
四
月
は
就
職

な
ど
ご
家
族
に
異
動
が
多
い
時

期
と
な
り
、
こ
の
時
期
に
手
続

き
が
必
要
と
な
る
事
例
を
「
別

表
」
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。

該
当
す
る
場
合
は
、
届
出
が

必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、
所
属

支
部
に
て
手
続
き
を
お
願
い
し

ま
す
。

▼
ご
注
意
下
さ
い

次
の
事
項
に
該
当
す
る
方
は
、

扶
養
家
族
（
被
保
険
者
）
に
該

当
し
ま
せ
ん

該
当
す
る
場
合
は
、
速
や
か

に
所
属
支
部
へ
届
出
下
さ
い
。

○
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
、
事

業
専
従
者
、
年
金
受
給
者
の

方
で
、
年
間
総
収
入
が
一
三

〇
万
円
（
六
〇
歳
以
上
は
一

八
〇
万
円
）
以
上
あ
る
方
、

又
は
見
込
ま
れ
る
方

※
年
間
総
収
入
に
は
自
営
の
事

業
所
得
金
額
も
含
み
ま
す
。

○
修
学
や
施
設
入
所
な
ど
一
定

の
要
件
を
除
き
組
合
員
世
帯

を
転
出
し
て
い
る
方
（
組
合

員
世
帯
の
住
民
票
を
異
動
し
、

異
動
先
で
生
活
し
て
い
る

方
）

○
組
合
員
ご
本
人
と
同
じ
建
設

業
に
従
事
し
て
い
る
方
、
又

は
法
人
役
員
と
し
て
従
事
し

て
い
る
方

○
就
職
し
健
康
保
険
証
の
交
付

を
受
け
て
い
る
方

○
そ
の
他
、
組
合
が
扶
養
要
件

非
該
当
と
認
定
し
た
方

▼
被
保
険
者
証
は
必

ず
返
納
く
だ
さ
い

組
合
員
の
転
職
や
、
ご
家
族

の
就
職
等
に
よ
る
資
格
喪
失
後

は
、
対
象
者
の
被
保
険
者
証
、

限
度
額
適
用
認
定
証
及
び
高
齢

受
給
者
証
は
使
用
す
る
こ
と
が

で
き
ま
せ
ん
。

資
格
喪
失
の
手
続
き
の
際
、

返
納
し
て
く
だ
さ
い
。

な
お
、
組
合
員
・
家
族
の
資

格
喪
失
後
、
被
保
険
者
証
を
使

用
し
て
医
療
機
関
等
を
受
診
し

た
場
合
に
は
、
当
組
合
が
支

払
っ
た
医
療
費
に
つ
い
て
は
返

還
請
求
を
行
う
こ
と
と
な
り
ま

す
の
で
ご
注
意
願
い
ま
す
。

各種届出はお早めに ～組合員世帯に次のような理由で異動等が生じたときは組合へ届出をお願いします。～

★下記届出にはマイナンバーが必要です。番号がわかるもの、本人確認書類等をお持ち下さい。

提出期限

―

その都度

14日以内

14日以内

直ちに

14日以内

14日以内

その都度

その都度

14日以内

直ちに

その都度

その都度

14日以内

直ちに

直ちに

◎添付書類については、異動事由等により別途他の書類をお願いする場合があります。詳しくは長建国保事務局または組合各支部までお問い合わせ下さい。

添付いただく書類
（※別途個人番号が記載された書類が必要です）

■住民票謄本 ■現在加入の被保険者証・就労証明書または就業届出書
■組合員本人名義のゆうちょ銀行（郵便局）の通帳の写
■建設業に従事している証明書類（別途お問い合わせ下さい。）
※扶養家族がある方（該当する場合のみ）
・加入者ご本人の確定申告書の写し（配偶者・扶養控除の場合のみ）
・源泉徴収票等の収入金額がわかる書類
・パート等の給与支払（見込）証明書
・高齢受給者証・在学証明書・施設在園証明書など

■市町村国保の被保険者証・住民票謄本 ■収入等が確認できる書類
■住民票謄本 ■会社の退職日がわかるもの
■離職証明書（基本手当額がわかるもの）
■被保険者証 ■住民票謄本または母子手帳の写

■被保険者証（被保険者全員分）

■被保険者証・就職先の健康保険証の写

■被保険者証・死亡診断書の写

■被保険者証（転出の場合は住民票謄本要）

■被保険者証、住民票謄本

■被保険者証（被保険者全員分） ■住民票謄本
■紛失の場合…紛失の場合は最寄の警察署にも必ずお届け下さい。
■破損の場合…破損した被保険者証を添付して下さい。
■被保険者証・在学証明書

■被保険者証・入所（入園）証明書

■健康保険適用除外承認申請書に組合員資格証明後、関係書類を
添えて所轄の年金事務所へ14日以内に届出下さい。

■区分変更の内容が確認できる書類

■施設の入所証明書

提出いただく届出書等

加入申込書
被保険者資格取得届
療養付加金用ゆうちょ口座届兼同意書

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届
被保険者資格喪失届
被保険者資格喪失届
被保険者資格喪失届
被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

氏名・住所変更届

被保険者証再交付申請書

修学・施設入所等届出書
修学・施設入所等届出書
健康保険適用除外承認申請書
（厚生年金取得届）
保険料賦課区分変更申請書

介護保険適用除外等該当・非該当届

こ ん な と き

○長建国保に組合員として新規に加入するとき
（建設長崎に加入する際は組合費等の自動振替用
の銀行通帳及び届出印など別途必要なものがあり
ます。）

○家族が市町村国保から長建国保へ加入するとき

○家族が会社（社会保険）を退職し、長建国保へ加
入するとき

○出産したとき

○長建国保を脱退するとき

○就職等で健康保険に加入したとき

○被保険者が死亡したとき

○市町村国保に加入するとき
○修学や介護等施設入所以外の理由で組合員世帯か
ら転出したとき
○住所、氏名が変わったとき

○被保険者証を紛失・破損したとき

○修学のため親元を離れる場合

○介護、福祉施設等に長期入所（入園）する場合

○組合員が法人として事業を行うようになったとき

○保険料の賦課区分に変更が生じたとき

○40～65歳未満（介護第2号被保険者）で国が定め
る介護適用除外施設に入所するとき

■資格関係

【別表】届出が必要となる主な事由 （令和6年3月1日現在）

提出いただく書類等

・収入がわかる書類
（その方の源泉徴収票
の写しなど）

・被保険者証

・雇用保険受給資格者証
（給付額の確認書類）
・被保険者証

・学生証の写し、または
在学証明書

※新入学の方は在学証明書
を提出して下さい。

・施設入所等証明書

・当組合の被保険者証
・住民票謄本

・当組合の被保険者証
・就職先の健康保険証の
写し

・被保険者証
※資格喪失証明書を発行し
ます。

・被保険者証
・住民票謄本

該 当 事 由

家族被保険者の年間総収入が130万円
（60歳以上は180万円以上）の収入が
ある、または超える見込みがある場合

雇用保険の失業手当（日額3，612円以
上）を受給する場合

組合員世帯の居住地を離れて大学等に
就学、または新たに居住地を離れて大
学等に進学する場合

組合員世帯の居住地を離れて施設等に
入所している、または新たに入所する
場合

③・④以外の理由で居住地を離れる場
合
※転出先の国民健康保険に該当

就職し健康保険証の交付を受ける場合

市町村国保に加入する場合

被保険者証記載の住所、氏名に変更が
あった場合

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

扶
養
家
族
の
現
況
確
認

届
出
忘
れ
が
な
い
よ
う
お
願
い
し
ま
す※被保険者証更新の際には、扶養家族の皆様の資格等につきまして書類にて確認

させていただいています。

毎月1回15日発行 2024年（令和6年）3月15日発行建 設 長 崎号 外 （1974年5月30日 第3種郵便物認可）3()



法
人
事
業
所
は

私
達
の
組
合
は
、
建
設
業
に

従
事
し
て
い
る
建
設
労
働
者
職

人
の
た
め
の
組
合
で
あ
り
、
建

設
業
で
な
い
方
は
加
入
で
き
ま

せ
ん
。
組
合
で
は
、
加
入
資
格

の
適
正
化
対
策
と
し
て
職
種
の

点
検
・
確
認
を
日
常
的
に
実
施

し
て
い
ま
す
。

特
に
、
新
規
加
入
時
に
お
け

る
組
合
員
資
格
の
適
用
に
つ
い

て
は
、
職
種
が
確
認
で
き
る
書

類
の
提
出
や
自
宅
訪
問
を
行
う

な
ど
徹
底
し
た
適
正
化
対
策
に

取
り
組
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、

加
入
後
に
転
職
し
建
設
業
と
は

異
な
る
職
種
に
就
い
た
場
合
も

そ
の
時
点
で
加
入
資
格
を
失
う

こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
組
合

に
届
出
す
る
よ
う
周
知
に
努
め

て
い
ま
す
。

更
に
、
建
設
労
働
者
で
あ
る

組
合
員
資
格
（
職
種
）
の
再
確

認
と
無
資
格
者
の
加
入
紛
れ
込

み
防
止
の
た
め
、
厚
生
労
働
省

の
指
導
に
基
づ
く
組
合
員
の
職

種
の
再
点
検
（
就
労
状
況
調

査
）を
定
期
的（
三
年
に
一
度
）

に
実
施
し
て
お
り
本
年
が
調
査

の
年
と
な
り
ま
す
。

就
労
状
況
調
査
の
取
り
組
み

に
は
組
合
員
と
ご
家
族
皆
様
の

ご
理
解
と
ご
協
力
が
必
要
不
可

欠
で
す
。
皆
さ
ま
の
ご
協
力
を

切
に
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

▼
令
和
五
年
十
二
月
末
現

在
の
加
入
者
が
対
象

対
象
者
は
令
和
五
年
十
二
月

三
十
一
日
ま
で
の
加
入
組
合
員

で
す
。

調
査
で
は
、
対
象
組
合
員
の

皆
様
に
送
付
す
る
調
査
票
に
就

労
状
況
を
ご
記
入
い
た
だ
き
、

別
表
掲
載
の
「
建
設
業
に
従
事

し
て
い
る
こ
と
を
証
明
す
る
書

類
」（
以
下
「
証
明
書
類
」。）

と
あ
わ
せ
て
所
属
支
部
事
務
所

へ
提
出
し
て
い
た
だ
き
ま
す
。

ま
た
、
調
査
に
ご
協
力
い
た

だ
い
た
方
に
は
、
調
査
協
力
に

対
し
「
常
備
薬
セ
ッ
ト
」
を
お

渡
し
い
た
し
ま
す
。

▼
未
提
出
者
は
資
格
喪
失

所
属
支
部
の
要
請
に
応
じ
な

い
場
合
や
所
定
の
提
出
期
限
ま

で
に
証
明
書
類
を
提
出
し
な
い

場
合
は
、
組
合
加
入
の
無
資
格

者
と
し
て
保
険
証
を
返
還
の
上
、

組
合
員
の
資
格
は
喪
失
と
な
り

ま
す
。

健
康
保
険
適
用
除
外
の
承
認
が
必
要
で
す

健
康
保
険
法
に
よ
り
法
人
事

業
所
（
常
時
従
業
員
五
人
以
上

を
有
す
る
個
人
事
業
所
を
含
む
。

以
下
「
法
人
事
業
所
等
」
と
い

う
。）
に
つ
い
て
は
、
社
会
保

険
（
健
康
保
険
と
厚
生
年
金
）

の
強
制
適
用
事
業
所
と
な
り
、

そ
の
事
業
主
に
は
年
金
事
務
所

へ
の
加
入
が
義
務
付
け
ら
れ
て

い
ま
す
。

た
だ
し
、
次
の
よ
う
な
場
合

に
は
、
法
人
事
業
所
等
の
事
業

主
は
、「
健
康
保
険
適
用
除
外

承
認
申
請
書
」
を
事
実
発
生
日

か
ら
十
四
日
以
内
に
所
轄
の
年

金
事
務
所
に
届
出
し
、
同
所
の

承
認
を
受
け
る
こ
と
で
、
健
康

保
険
の
適
用
は
除
外
さ
れ
長
建

国
保
に
加
入
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
（
年
金
は
厚
生
年
金
が
適

用
）。

●
長
建
国
保
の
組
合
員
が
法
人

事
業
所
等
の
事
業
主
と
し
て

事
業
を
開
始
す
る
場
合
。

●
健
康
保
険
適
用
除
外
の
承
認

を
受
け
て
い
る
事
業
所
が
新

た
に
雇
用
す
る
従
業
員
を
長

建
国
保
に
加
入
さ
せ
る
場
合

●
健
康
保
険
の
適
用
事
業
所
が

長
建
国
保
の
組
合
員
を
雇
用

し
た
場
合

●
個
人
の
事
業
所
で
、
長
建
国

保
の
加
入
者
を
含
む
従
業
員

数
が
常
時
五
人
以
上
と
な
っ

た
場
合

▼
申
請
は
事
実
発
生
か
ら

十
四
日
以
内

こ
の
健
康
保
険
適
用
除
外
承

認
申
請
書
は
、
事
実
発
生
（
雇

用
日
、
法
人
設
立
日
等
）
か
ら

十
四
日
以
内
に
年
金
事
務
所
に

提
出
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

や
む
を
得
な
い
理
由
に
よ
り

十
四
日
以
内
に
届
出
が
で
き
な

い
場
合
に
は
、
理
由
書
の
添
付

が
必
要
と
な
り
ま
す
。
や
む
を

得
な
い
理
由
に
は
、
天
災
地
変

や
事
故
、
事
業
主
の
入
院
や
家

族
の
看
護
、
登
記
等
の
事
務
手

続
き
、
離
島
他
、
事
業
主
の
責

に
よ
ら
な
い
事
由
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

▼
未
申
請
者
は
資
格
喪
失

健
康
保
険
適
用
除
外
の
承
認

申
請
を
し
な
い
者
は
、
健
康
保

険
適
用
除
外
未
承
認
者
と
み
な

し
、
長
建
国
保
の
組
合
員
（
被

保
険
者
）
資
格
は
喪
失
と
さ
せ

て
い
た
だ
く
と
と
も
に
、
社
会

保
険
の
強
制
適
用
と
な
り
ま
す
。

健
康
保
険
適
用
除
外
承
認
申

請
を
希
望
す
る
事
業
主
の
方
は
、

速
や
か
に
申
請
手
続
き
の
上
、

年
金
事
務
所
の
承
認
を
受
け
て

下
さ
い
。
詳
細
は
組
合
各
支
部
、

又
は
長
建
国
保
ま
で
ご
相
談
下

さ
い
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
と

保
険
証
の
一
体
化
に
つ
い
て

健
康
保
険
証
の
廃
止
等
を
含

む
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
等
の
一
部

改
正
法
が
令
和
五
年
六
月
九
日

に
公
布
、
令
和
六
年
十
二
月
二

日
か
ら
施
行
さ
れ
、
同
日
か
ら

現
行
の
健
康
保
険
証
の
発
行
が

廃
止
さ
れ
、
長
建
国
保
に
お
い

て
も
健
康
保
険
証
の
発
行
を
終

了
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

十
二
月
二
日
以
降
に
医
療
機

関
を
受
診
す
る
と
き
は
、
健
康

保
険
証
の
利
用
登
録
を
し
た
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
（
マ
イ
ナ

保
険
証
）
の
使
用
が
原
則
と
な

り
ま
す
が
、
令
和
六
年
十
二
月

一
日
時
点
で
発
行
さ
れ
た
有
効

な
健
康
保
険
証
に
つ
い
て
は
、

十
二
月
二
日
以
降
、
最
長
一
年

間
（
長
建
国
保
は
令
和
七
年
七

月
三
十
一
日
）
ま
で
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
こ
と
に
な
っ
て

い
ま
す
。

ま
た
、
健
康
保
険
証
の
発
行

が
終
了
し
た
際
、
マ
イ
ナ
保
険

証
を
お
持
ち
で
な
い
場
合
は
、

医
療
機
関
を
受
診
す
る
た
め
の

「
資
格
確
認
書
」
が
発
行
さ
れ

る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
マ
イ
ナ
保
険
証
（
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
）
の
取
得

に
つ
い
て
は
任
意
と
な
り
ま
す
。

ご
自
身
の
判
断
で
作
成
を
お
願

い
し
ま
す
。

○建設業許可通知書
（現在有効のもの）
○会社の登記簿謄本、又は登記簿の履歴事項全部証明書
（建築や土木工事業などの記載があり、直近1年以内に発行されたもの）
○電気工事等の業者登録証
（建築士事務所、解体・水道工事業等の業者登録証で有効のもの）
○得意先からの発注書、工事請負契約書又は請求書
（直近1年以内のもので工事名称に建設業である内容が記載されているもの）
○建設長崎労働保険事務組合が交付する労働保険加入証明書
（建設業である職種、加入期間の記載があるもの）
○健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書
（事業所名称に「〇〇建設」など建設業であることがわかる屋号が記載されているもの）
○健康保険適用除外承認証
（事業所名称に「〇〇建設」など建設業であることがわかる屋号が記載されているもの）
○所得税確定申告書の第1表並びに第2表
（電子申告受付日、税理士署名押印、税務署受付印等のいずれかの表示があるもので職業欄に建設業種、屋号欄に「〇
〇建設」等の建設業であることがわかる屋号が記載されているもの）
○源泉徴収票
（「給与の支払者欄」に「〇〇建設」など建設業者であることがわかる屋号が記載されているもの）
○建設長崎労働保険事務組合が交付する一人親方労災保険加入証明書
（建設業である職種、加入期間の記載があるもの）
○事業主が証明した就労（雇用）証明書
（事業所の業種、当該組合員の職種の記載があるもの）
○建設キャリアアップカード
○その他証明書類と同等であると組合が認めたもの

※注意事項
⑴証明書類に記載されている屋号・商号がカタカナ・アルファベット表示で建設業と判断できない場合、職種の記載が
ない場合、有効期限切れの場合は、建設業と判断できる証明書類を別途提出して下さい。
⑵所得税確定申告書、源泉徴収票は直近の年分のものを提出して下さい。
⑶名刺や労災加入証（他団体交付のもの）、資格証や修了証等で期間更新制ではない免許・資格、事業所（自己）作成
の得意先への見積書、請求書は証明書類に該当しませんのでご注意下さい。
⑷証明書類をお持ちでない方は組合所属支部にご相談下さい。

令
和
六
年
度

組
合
員
就
労
状
況
調
査
を
実
施
し
ま
す

＝

組
合
員
資
格
（
職
種
）
の
再
確
認＝

〇マイナ保険証の運用スケジュール

●令和6年12月1日まで
・申請に基づき、これまでどおり健康保険証を発行します。
・従来の健康保険証と、マイナ保険証の2つの方法で医療機関を受診できます。

●令和6年12月1日～令和7年7月31日
・従来の長建国保の保険証は発行を終了する予定です。12月1日までに発行された健康保険
証は、記載されている有効期限まで利用できます。

・医療機関の受診は原則マイナ保険証になります。マイナ保険証をお持ちでない方は有効期
限内の保険証又は資格確認書にて受診できます。

●令和7年8月1日以降
・令和6年12月1日までに発行した健康保険証の有効期限は7月31日のためお手元の健康保
険証は使用できなくなります。

・医療機関の受診は、マイナ保険証のみとなります。マイナ保険証をお持ちでない方は、資
格確認書にて受診してください。

〇組合員・家族の資格の取得・喪失した直後のご利用にあたって
組合員の新規取得、家族の資格の得喪の届出は支部を経由して長建国保に届き、内部審査

や内部システムの登録を経て、オンライン資格確認システムに登録されることとなっていま
す。
このためオンライン資格確認システムへの登録内容の反映には一定の時間を要し、届出か

らすぐに情報が反映されませんので、ご理解をお願いします。
※健康保険証の登録情報を「マイナポータル」から確認のうえ、ご利用願います。

【建設業に従事していることを証明する書類例】
※下記に示す証明書類例のいずれか1つの写し等を提出して下さい。

（1974年5月30日 第3種郵便物認可） 号 外 4()建 設 長 崎毎月1回15日発行 2024年（令和6年）3月15日発行


